
地域経営型包括支援クラウド‘モデル構築事業開発実証団体募集要領

1.趣旨

平成25年2月26日

総務省自治行政局地域情報政策室

本格的な少子高齢化社会を迎え、労働力人口の減少が進展している我が国において、持

続的な成長を実現するためには、これまでの産業構造や従来の考え方を前提とするのでは

なく、新しい技術と新しい思考による生産性の向上が必要となる。その中でも ICTは先進

国のみならず新興国も新たな成長基盤としてその役割に注目し、経済成長の原動力の柱と

して位置付けている。

そのような中、日本においても ICTをより一層推進する必要があるが、とりわけ官民が

一体となった行政サービスの提供が求められる分野において、 ICTによるメリットを幅広

く活用できる基盤整備を行い、国民サービスの効率化と利便性向上を図ることとする。

このため、地方公共団体において、公共部門のみならず民間事業者や住民との連携が必

須となる行政分野を対象に、様々な主体が活用できる新たなシステムインフラを整備する

「地域経営型包括支援クラウドモデルJを構築し、住民サービスの向上や業務効率化図る

ことを目的とした各種実証事業を行う。

2.応募団体及び、事業概要等について

( 1) 応募団体は、以下に該当する者とする。

①地域経営型包括支援クラウドモデ、ノレ構築事業（以下 「本事業Jという。）に適合

したテーマを有する地方公共団体（各市区町村にあっては、都道府県を含めた他地

方公共団体との共同提案を含む。以下同じ。）で、（3）①から④までの事業を実施

しようとするもの（以下「全事業実施団体Jという。）。

②本事業に適合したテーマを有する地方公共団体で、（3）②から④までの事業を

実施しようとするもの（以下「一部事業実施団体Jという。）。

全事業実施団体及び一部事業実施団体ともに、本事業の実施に際し、テーマ内容に

関する有効性、実用性、安全性の実証等において参加 ・協力を得る民間事業者等の

各機関の具体的な名称を明示できること。

(2) 応募団体は、以下に留意すること。

本事業で実施する行政分野の業務において、既にクラウド技術等を活胤した共同利

用に供する業務システム、 サーバ等のハードウェア環境、ネットワーク環境等のシ

ステム基盤が構築されており、そのシステム基盤を活用すること。

本事業の対象は、官民共同で現状やり取りされている手続を見直し、又は、現状の
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